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4.お わ りに
1.は じ め に
都市及び地域 を対象にして時間 と空間を同時に扱ったモデルは,ほ とん






し,上記で説明されているモデルの多 くは,理 論上では,成 りえた として
も,実証することは難 しい。そこで,本 研究では,時 間 と空間を同時に扱
うことに照準をあて,まず,神頭 〔1987〕の空間的都市化成長モデルを応用
した都市化累積度モデルを構築する。ついで,同 モデルを愛知県地域に適
用する。さらに,同 モデルに情報及び都市化政策の同時性 を考慮 した時空
間的都市化累積度モデルを構築する。最後に,そ の構築されたモデルに対
して,s次 元グラフを描 くことによって,シ ミュレーション分析を行 い,
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愛知県地域の都市化累積動態に関する考察 を試みる。




(2)都市化は,人 口形態,居 住形態,土 地利用形態,財 政状態及びアメニテ
ィ水準から複合的に説明されるもの として,こ れらに基づいて導出され
た都市化に係わる主成分 を都市化度 とする。
(3)都市化度 とは,イ ンプ リシットで線形的な累積的因果関係 によって導び
かれる。
上記の仮定の もとで,空 間的都市化成長モデルは次のように書ける。
Ut+1=α+β σ ご (1)
ただ し,(t+1)地 点 に位 置 して い る地域 の都市 化度
U::SIか らt地 点 に位置 してい る地域 の都 市化度
α,β:係 数
(1)式の一般解 は,次 式で表 わ され る2)、
σご=(σ。一 σθ)βご+σθ(2)
ただ し,U。:i/の 都市 化度
Ue:均衡都 市化度
ここで,(2)式によ って推計 されたUtをU:と して,ま た,計 測 され た都市
化度 をUtと す ると,Utを σごで除 することによって,各 地点 にお ける(空
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間 的)都 市化 の累積 度合 を比較 す る ことが可能 とな る。 そ こで,以 後 これ
を,「都市化 累積度(UrbanizationCumulativeDegree;UCD)」と呼 び,





と各々書 くこ とがで きる。
た だ し,(3)式の性質 か らUtJxびσごは,プ ラ スで なけれ ばな らな い3)。
因み に,神 頭 〔1987〕で導出 されたU:及 びLltを用 いてUCDを 算 出 し
た結果 は,表1及 び図1に 示 され てい る。
図1か ら,CBL)から最 も遠 い地域(ま たは,そ の周辺)のUCL)は 高い。
この ことは,CBI)から最 も離 れた地域及 びその周 辺地域 の都市化 は,SI





3.時 空 間 的 都 市 化 累積 度 モ デ ル
ここでは,前節のモデルに都市化に関する情報及び都市化政策を組み入










表1地 域,距 離,及 びUCD
地 域 距離(㎞) UCD 地 域 距 離(km) UCD
一 宮 市 16.800 1.291 長久手町 13.600 1.351
瀬 戸 市 18.000 1::! 西批把島町 4.400 1.073
春日井市 10.400 0.961 豊 山 町 111 1.830
津 島 市 15.200 0.337 師 勝 町 8.400 0.938
刈 谷 市 22.000 5.102 西 春 町 ....1 1.137
豊 田 市 26.000 17.627 春 日 村 9.200 1'"
犬 山 市 23.200 0.701 清 洲 町 7.200 0.839
江 南 市 17.600 1.244 新 川 町 6.000 0.634
尾 西 市 20.800 1.487 大 口 町 18.000 1.058
小 牧 市 13.200 1.376 扶 桑町 20.400 0.671
稲 沢 市 14.400 0.792 木曽川町 21.600 2.246
東 海 市 18.000 2.933 七 宝 町 10.000 0.307
大 府 市 19.600 2.291 美 和 町 12.000 0.449
知 多 市 21.200 1.973 甚目寺町 .:!1 0.775
知 立 市 23.600 6.163 大 治 町 8.400 0.891
尾張旭市 13.600 0.730 蟹 江 町 12.000 0.548
岩 倉 市 12.000 1.447 十四山村 15.200 0.790
豊 明 市 17.200 1.432 弥 富 町 18.800 0.140
東 郷 町 16.400 0.702 東 浦 町 22.800 1.356
日 進 町 14.000 0.503 三 好 町 19.200 1.602
注1)こ こでの距離 は,名 古屋市 をCBDと して,県 庁か ら市役所 または町村役場 まで
の空間的直線距離 を示 す。
2)実 際に は,愛 知 県88地域 を扱 かわな ければ ならないが,α>0,α>0と い う
条件 及びSI(名 古屋市)を 除いた結果40地域 が分析対 象地域 とな った。
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図2か ら,vxは情 報距離(1)を,exは都市 化政策達成 距離(P)を それぞ
れ示 してい る。 また,ピ タゴ ラスの定理 によって,Sは,S=κ ▽ θ2+ε2
と表わ され,1とPの 合成距 離 であ る。 ところで,情 報 距離(1)が,:1
-69-o
?
か らの空間的直線距 離(r)に比例 的で ある と仮 定 するな らば,
1=!,x=!!t(>o)(7)
とい う関係 が成 り立 つ。
よって,
・・s・-t;iS
であ るか ら,こ れ を変形 す る と
z:rS
cosB
したが って,上 式 に(7)式を代入 する ことによって,(6)式が導 び か れ る。




となる。 また,(8)式に含 まれて いる変 数S及 び θは,相 対 的尺度で計 らな





注)(イ)～(ホ)の 各 グ ラ フ は,displayの都 合 ヒ,第3節 の(8)式を
2で 除 す こ とに よ って 描 い た もの で あ る。
ければならないものである。そこで図3に は,(8)式を視覚的に把 えるため
に,oを変化 させた時,す なわち,空 間的直線距離(t>に対 する情報距離
(1)の割合(さ らには,t及びxが変化 しない と仮定 した場合4)の情報速度
(U))を変化 させた時のUCDの 変化が3次 元 グラフで表わ されている。




高いUCDの 波は,最 初の段階では四方(S一 θ平面上で)に 分散 して
いるが,次 の段階になると,高いUCDの 波がふえ,そ れ らは比較的中
央部に集 まって くる。
第2ス テップ(a=0.5～1):(ロ)→い)
高いUCL)の波は,中 央部か らS一θ平面上の右すみ(約%正 方形)の
ところに比較的集まって くる。
第3ス テップ(a=1～2):い)→←)
高いUCDの 波は,そ の数が減少 して,グ ラフ上Sの 最も長い地点(θに
係わらず)付 近 とθの最も高い点(Sに 係わ らず)付 近に散在する。
第4ス テップ(a=2～4):口→㈹
高いUCDの 波は,S及 びθの各限界線上か ら消 え,起 伏 のない波にか
わる。
上記のステップ1～4よ り情報速度が早 まると,すなわち,情 報技術の
発達にともなって,グ ラフ上中央部の地域に,比 較的高いUCDが 見られ,
やがて,高 いUCDは,S及 びθが ともに遠ざかる方向の領域内 にある地
域に移ってゆく。これは,都市化伝達距離が長 く,情報距離に対 して政策達
成距離が相対的に長い地域である。見方 を換 えるならば,情 報伝達速度 よ
りも政策達成速度が相対的に早い地域でもある。その後,高 いUCDは 減
少 しつつ θが最も大きな地域 と,Sが最 も長い地域そ してそれら両方を満





4.お わ り に
本研究では,神 頭 〔1987〕のモデルにもとついて,都 市化累積度(関数)
を導出 した。 さらに,都 市化に関する情報伝達 と都市化政策 とが,同 時に
進行しているという前提のもとで,時 空間的都市化累積度モデルを構築 し
た。その結果,愛 知県地域については,情報技術の進歩は,CBDに よ り
近い地域の都市化の影響をな くす ということが考察された。 しかし,あ く
までも,それは,相 対的スケールの上で考察 された もので,絶 対的な もの
ではない。また,情 報技術の発達にともない,情報速度が急激に早 くなり,




















とな る。 これ は,政 策達 成 速 度 が情 報 伝 達速 度 を越 え る こ とが で きな い こ とを 示









浅 野 四 郎 ・浅 野 誠 一 「特 殊 相 対 性 理 論 の 新 し い 理 解 の し か た 一 時 空 間 円 線 図 法 一 」,国
際 博 愛 協 会,1983年 。
神 頭 広 好 「空 間 的 都 市 化 成 長 モ デ ル に 関 す る 考 察 一 愛 知 県 を ケ ー ス ス タ デ ィと して 一 」,
『経 営 会 計 研 究 』 愛 知 大 学 経 営 会 計 研 究 所,第49号,1987年,pp.37-56。
一74一 10
